
第４回鳥取市市民自治推進委員会 

 

配付資料一覧 

【H27.11.12（木）】 

資料番号 資料のタイトル 

 
次第、平成２７年度活動計画 

資料１ 市民活動表彰被表彰者の選考審査について 

資料２-１ これからの参画と協働によるまちづくりの推進について 

資料２-２ 鳥取市協働のまちづくり 

資料３ 平成２８年度参画と協働のまちづくりフォーラム（仮称） 

 



 
 
 
 

 

― 次 第 ― 

 

 

１ 開    会    

 

 

 

２ あ い さ つ 

 

 

 

３ 議    事    

（１） 協議事項 

① 市民活動表彰被表彰者の選考審査について   【資料１】 

② 鳥取市協働のまちづくりガイドラインの策定および地区公民館の活用の基本

方針の策定について             【資料２-１、２-２】 

③ 参画と協働のまちづくりフォーラムについて  【資料３】 

 

 

 

（２）その他 

① 次回日程   月   日（   ） 

 

 

 

４ 閉 会 

 

第４回 鳥取市市民自治推進委員会 
 

日時 平成２７年１１月１２日（木）15:00～17:00 

場所 市役所本庁舎 ４階第２会議室 



 

 

 

年間のスケジュール 

回数 時 期 主な審議事項等 

１回 ４/２７ 
○今年度の市民自治推進委員会の活動計画について 

○市民まちづくり提案事業（市民活動促進部門）審査会委員の選出について 

２回 ７/１ 

○市民まちづくり提案事業助成金協働事業部門（行政提案型事業）交付申請

団体の審査（申請団体のプレゼンテーション） 

○先進的活動団体との勉強会について（検討） 

３回 ９/１８ 
○先進的活動団体との勉強会の実施 

○参画と協働のまちづくりフォーラムについて 

４回 １１/１２ 

○市民活動表彰被表彰者の審査 

○鳥取市協働のまちづくりガイドラインの策定および地区公民館の活用の

基本方針の策定について 

○参画と協働のまちづくりフォーラムについて 

５回 １月 

○委員会活動報告書の策定についての検討 

○鳥取市協働のまちづくりガイドラインの策定および地区公民館の活用の

基本方針の策定について 

○参画と協働のまちづくりフォーラムについて 

６回 ３月 

○今年度の活動の総括 

○委員会活動報告書の策定 

○来年度活動方針、計画等の検討 

○鳥取市協働のまちづくりガイドラインの策定および地区公民館の活用の

基本方針の策定について 

○参画と協働のまちづくりフォーラムについて 

 

  

平成 2７年度の活動計画 



 
 
 
 
 

平成２７年度 
市民活動表彰者（団体）の選考 

 
 
 
 

委員会としての表彰推薦者（団体）の選考の流れ 

１．表彰推薦者（団体）の選考方法の説明 

２．候補者の紹介 

３．採点 

４．協議 

５．表彰推薦者（団体）の決定 

 

 

 

 

 

資料１ 



参考 

○鳥取市市民活動の推進に関する条例（抜粋） 
 
(定義) 
第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に
定めるところによる。 

(1) 市民活動 市民(市内で事業又は活動を行う団体を含む。以下同じ。)
が自主的、自律的に行う営利を主たる目的としない次に掲げる活動で、不
特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とするものをい
う。 

ア まちづくりの推進を図る活動 
イ 保健、医療、福祉又は健康の増進を図る活動 
ウ 社会教育の推進を図る活動 
エ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 
オ 環境の保全を図る活動 
カ 災害救援活動 
キ 地域安全活動 
ク 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 
ケ 国際協力の活動 
コ 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 
サ 子どもの健全育成を図る活動 
シ 情報化社会の発展を図る活動 
ス 科学技術の振興を図る活動 
セ 経済活動の活性化を図る活動 
ソ 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 
タ 消費者の保護を図る活動 
チ 観光の振興を図る活動 
ツ 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 
テ アからツまでに掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助
言又は援助の活動 

 
 (市民活動の促進) 
第 6 条 市は、次に掲げる市民活動の促進に関する施策を策定し、実施し
なければならない。 

(1) 市民活動の拠点となる施設を確保するとともに、市民活動団体の活動
に必要な体制を確立することにより、まちづくり等の市民活動を促進する
こと。 

(2) 市民活動に関する市民の理解を深め、活動への市民の積極的な参加と
協力を促すため、必要な啓発及び学習機会の提供を行うこと。 

(3) 市民活動団体が実施する研修等を支援すること。 
(4) 市民活動及び市民活動団体に関する情報の収集及び提供のために必要
な措置を講ずること。 

(5) 市民、市民活動団体及び市相互の連携及び交流を図ること。 
(6) 市民活動の推進に顕著な功績があった市民及び市民活動団体を表彰
すること。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、市民活動の促進のために必要な施策を行
うこと。 



鳥取市市民活動表彰要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、鳥取市市民活動表彰（以下、「本表彰」という。）について、必

要な事項を定めるものとする。 
 
（目的） 
第２条 本表彰は、鳥取市市民活動の推進に関する条例（平成１５年鳥取市条例第２

号。以下「条例」という。）第６条第６号に基づき、市民活動の推進に顕著な功績の

あった者を表彰し、広く市民に顕彰することにより、市民活動の社会的意義や重要

性の認識を高め、もって市民活動をより一層推進することを目的とする。 
 
（定義） 
第３条 この要綱において「市民活動」とは、条例第２条第１号に定める活動をいう。 
 

（表彰の対象） 

第４条 この表彰は市民活動の推進に顕著な功績のあった市民及び市民活動団体、事業者

に対して行う。ただし、本市が設ける他の表彰制度に該当するものを除くものとする。 
 
（選定） 
第５条 市長は、被表彰者を決定する際は、鳥取市自治基本条例（平成２０年鳥取市

条例第２５号。）第２９条に定める市民自治推進委員会の意見を聴くものとする。 
 
（表彰） 
第６条 本表彰は、表彰状に記念品を添えて行うものとする。 
 
（委任） 
第７条 この要綱に定めるもののほか、表彰について必要な事項は、企画推進部長が

別に定める。 
 

附 則 
この要綱は、平成２０年５月２３日から施行する。 
  附 則 
この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 
  附 則 
この要綱は、平成２６年９月１２日から施行し、改正後の鳥取市市民活動表彰の規定は、

平成２６年４月１日から適用する。 
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これからの参画と協働によるまちづくりの推進について 

 

背景 
従来の全国一律の基準では、少子高齢化や過疎化、個人の価値観や行政ニーズの多様化

などの社会情勢の変化に対応することに限界を生じてきたことを背景に地方分権が進展

する中、よりよい地域社会を実現するため、市民と行政が互いに知恵と力を出し合いなが

ら地域の課題を自らの力で解決するという、協働によるまちづくりが全国的に重要視され、

取り組まれてきました。 
本市においても、第８次鳥取市総合計画（平成 18 年度から平成 22 年度まで）におい
て、まちづくりの原則の１つに「市民が主役の『協働』によるまちづくり」を掲げ、平成

２０年には鳥取市自治基本条例を制定するとともに、平成２０年度を協働のまちづくり元

年とし、以来継続して協働のまちづくりに取り組んできました。 
その結果として、地域の課題解決、発展・継続を図るための組織「まちづくり協議会」

が全ての地区公民館単位で立ち上がり、自治会（町内会）をはじめとする様々な団体が集

結し、地区公民館を拠点施設として活動しています。 
しかし、自治会（町内会）への加入率が年々低下し続けている状況や、多くのまちづく

り協議会で活動開始後５年を経過する中、活動の停滞や運営に対する課題が出現する状況

ある一方、さらなる活動の広がりを求める動きも出てきました。 
また、近年、協働のまちづくりを進めるために全国の自治体が連携して情報交換等を行

う組織（小規模多機能自治ネットワーク）も立ち上がるなど、全国的に「市民との協働によ

るまちづくり」が変換期に来ていると感じています。 
これからの鳥取市の発展を考えるうえで、協働のまちづくりの取組をさらに促進する必

要があり、次のステップに進むため、第６次行革大綱の中で、次の２つのプランを平成２

８年度中に策定することとしました。 
 

 鳥取市協働のまちづくりガイドラインの策定 

 地区公民館の活用の基本方針の策定 

 
今後ますます人口減少や高齢化が進む中、持続可能な地域社会の形成を目指して、本市

の特性に見合う市民が積極的に参画・協働できる施策や環境について検討を図りたいと考

えます。 
  

資料２－１ 
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協働のまちづくりが求められるようになった背景には、次のようないくつかの社会 
環境や時代の変化があげられます。 
 

(1) 地方分権の進展と自立したまちづくり 
これまで国は全国一律的なまちづくりを誘導してきましたが、平成 12 年４月施行の地
方分権一括法により地方分権が進み、市町村の自主的なまちづくりが可能となる一方で、

自己決定・自己責任によるまちづくりが求められています。より豊かな社会をつくるた

めには、行政と自治組織等の地域活動団体・NPO 法人・ボランティア団体等の市民活
動団体や企業等が連携して、地方分権時代における自立したまちづくりを進めていく必

要があります。 
(2) 厳しい行財政運営と新しい行政のあり方 
地方自治体は、いわゆる三位一体改革（国庫補助負担金の廃止・縮減、税財源の委譲、

地方交付税の一体的見直し）を契機として厳しい行財政運営を強いられたこともあり、

平成の大合併といわれるように多くの市町村は合併へと進みました。しかしながら、合

併後も厳しい行財政運営が続いており、抜本的な行財政改革が必要となってきています。

限られた財源の中で、市民と行政が互いの役割と責任を自覚し、市民満足度を高める新

しい行政のあり方が求められています。 
(3) 多様化する市民ニーズへの対応 
少子高齢化、核家族化、情報化、国際化等の進展により市民の価値観や生活スタイルが

変化し、市民ニーズは多様化・高度化しており、これまで市町村が行ってきた道路や下

水道の整備等の従来からあった公共サービスのほかに、防災・防犯対策や環境問題等市

民生活や地域レベルでの個別ニーズなどの新たな市民ニーズが発生し、対応が求められ

ています。このような課題を市民個人の努力で解決していくことは当然ながら限界があ

ります。また、これまで行政が、市民ニーズに迅速かつきめ細やかに対応するよう努め

てきましたが、これからは市民の活力を活かした公共サービスのあり方が求められてい

ます。 
(4) まちづくりへの参画意欲の高まりと社会貢献活動の広がり 
地域社会においては、自治組織、女性組織、NPO 法人やボランティア団体等、多種多
様な地域を支える力があり、「自分たちのまちは自分たちでつくる」という意識のもと、

まちづくりへの参画意欲の高まりや社会貢献活動の広がりが見られます。今後、自立し

たまちづくりを進めていくためには、様々な団体の社会貢献活動を活発化させ、人と人

とのつながりを強め、地域全体の活力を高めていく必要があります。 
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第６次鳥取市行革大綱 
 
 
 

≪柱≫ 協働のもと信頼される都市経営の推進 
≪施策≫ 

① 圏域をけん引する都市経営の推進 
② コンパクトなまちづくりの推進 
③ 参画と協働によるまちづくりの推進 
④ 行政の事務・事業領域の見直し及び適切な業務分担 
⑤ 広報・広聴の充実 

 
 

自治基本条例の理念に沿い、市民等と市がお互いの役割と責務を理解し尊重しな
がら、ともに課題解決に協力して取り組む関係を強化します。 
 また、市民等の市政参画の場や協働の機会を増やすとともに、市民等の自主的な
まちづくり活動を支援します。 

 
≪細施策≫ 
 鳥取市協働のまちづくりガイドラインの策定 
 地区公民館の活用の基本方針の策定 

【課題】 

① 参画と協働のまちづくりを進めるうえでの課題 

 「協働のまちづくり」について、市民の理解と浸透の不足 
 自治会（町内会）加入率の低下 

② まちづくり協議会が協働のまちづくりを進めるにあたっての課題 

 次代を担うリーダーの不足 
 主要組織である自治会への加入率の低下および高齢化 
 自主財源の不足 → 収益事業への意欲と期待 
 恒常的に実務を行う人材の不足 
 拠点施設である地区公民館の利用制限（社会教育施設であるための利用制限） 
 会社化（NPO等）への意欲とリスク 
 活動内容の底上げ策と助成金の在り方（まち協、NPO等、自治会） 
 まちづくり協議会と自治会との活動の住み分け 

③ 地区公民館の活用（運営）に関する課題 

 館長をはじめとする公民館職員の働き方がマッチしていない 
 まちづくり協議会の事務局を担う地区公民館職員の業務量の増大 
 社会教育施設である地区公民館の利活用への法的制限 
 地域の特色にあった公民館運営が困難 
 行政の担当部署が教育委員会と市長部署にまたがっているための混乱 

≪基本的な考え方≫
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【策定について】 
 
現在の本市の協働のまちづくりの体系と前記の課題を踏まえ、これからの協働のまちづくりを考

えると、拠点施設である地区公民館の活用策とまちづくりを進める市民活動のガイドラインを並行
して検討することが必要であり、将来像を想定し、どのような施策と手段を持って推進していくの
か、先進事例も参考にしながらプランを策定する。 

 
★ 鳥取市協働のまちづくりガイドライン 
鳥取市自治基本条例及び鳥取市協働のまちづくり基本方針を踏まえ、まちづくり協議会はもとよ

り、市民、ボランティア団体、NPO、企業等、それぞれが取り組む協働のまちづくりについて、そ
の手法や事例、市の助成施策を示す。 
  [検討内容] 

 まちづくり協議会の位置づけ 
 さまざまな協働主体に対しての市の助成制度 
 さまざまな主体の協働の取組 
 モデルとなる事例の紹介 

 
★ 地区公民館の活用の基本方針 

「公民館」は、社会教育法に定められた社会教育を行うための施設だが、現在においては、
地域住民全体が気軽に集える、人間力の向上などを中心としたコミュニティ（地域社会）のため
のサービスを総合的に提供する拠点となることが期待されている。 
また、「地区公民館」は、特に地域に密着した施設であることから、その運営や活用は市町村

によって違いが生じており、「公民館」を廃止し「コミュニティセンター」として地域のまちづ
くり団体などに積極的に開放し、運営も任せると言ったような市町村も多く出てきている。 
本市においても現在の地区公民館を拠点施設としてのまちづくりを一層進めるために必要な

改革を検討する。 
  [検討内容] 

 地区公民館の活動範囲 
 地区公民館の数 
 地区公民館の職員数とその業務 
 コミュニティセンターへの移行 
 指定管理制度の導入 

 
 
策定機関 
平成２８年度末 
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地域づくりを目的に公民館の活用・運営を見直した市町村の例 
島根県雲南市 

 

1. 進む人口減少と高齢化 

 2004 年 11 月１日、大東町、加茂町、木次町、三刀屋町、吉田村、掛合町の６町村が合併し「雲
南市」が誕生。面積 553.4km2、県都・松江市の南西に位置する山間の町で、2010 年の国勢調査人
口は41,927 人。10年前の2000 年調
査から約 4,400 人の減少、５年前の
2005 年調査から約 2,500 人の減少と
なった。国立社会保障・人口問題研
究所の 2013 年人口推計が、前回の
2008 年推計から約 600 人下方修正さ
れるなど、予想以上のスピードで人
口減少が進んでいる。 

 同様に、少子化、高齢化も進む。
2010年国勢調査での高齢化率は
32.9％。同推計によれば、15年後の
2025年には４割を超える。同じく、
高齢化率を島根県及び全国と比較す
ると、2020年の島根県で35.1％、2030
年の全国で31.6％。雲南市は全国の
20年先の高齢化社会を歩んでいる。 

2. 地域自主組織の設立 

 人口減少や高齢化が進めば、人々のネットワークは減少し、集落機能は低下、残された住民の負
担が増すといった、負のスパイラルに陥り、地域社会は崩壊してしまう。このピンチを「住みよい
地域づくり」へのチャンスに変えるため、雲南市は市民とともに新たな地域モデルの結成に取り組
んだ。 
 それぞれの地域に様々な組織がある。自治会や町内会などの地縁型組織、消防団や営農組織など
の目的型組織、ＰＴＡや女性グループなどの属性型組織。これらを概ね小学校単位（公民館区）で
再編し、市民力を結集した広域的で多機能な地縁組織が、雲南市の「地域自主組織」。年代や性別、
活動が異なる様々な組織が地縁でつながり、連携を深め、それぞれの長所を生かし、補完し合うこ
とで、地域課題を自ら解決し、自地域の振興発展を図る。こうした「住みよい地域づくり」を実践
する、小規模ながらも様々な機能を持った地域住民による自治の仕組みを「小規模多機能自治」と
呼んでいる。 
 2007 年度までに市内全域で42の地域自主組織が結成された。人口規模は、最少200人から最多
4,000人までと幅広い。それぞれの地域自主組織が住民から負担金を募り、各種事業に充てている。 
  

雲南市の位置と町ごとの面積 
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地域自主組織のエリア 

3. 地域自主組織の活動拠点「交流センター」 

 公民館は生涯学習機関で教育委員会の所管である。もともと雲南市内には 26 の公民館と３つの
サブセンターがあったが、地域自主組織が設立されると、公民館に地域自主組織の事務局が併設さ
れ、そこは生涯学習の枠を超えた、地域の様々な役割を果たす場所になっていた。 
 2008年６月、こうした地域の実態に即し、公民館を拠点に諸活動を展開できるようにと、市は交
流センター構想を打ち出した。公民館の機能はそのままに、地域づくりと地域福祉の機能もあわせ
た幅広い市民活動の拠点となる「交流センター」。「地域づくり」「地域福祉」「生涯学習」を活
動の３本柱にした。2009年４月には、交流センターへのスムーズな移行を目的に、市内６つの総合
センターに１人ずつ、地域づくり担当職員を配置した。 
 交流センター構想を市民に周知するために１年半余りを費やし、2010 年４月、全市29 の交流セ
ンターが一斉にスタートを切った。公民館から交流センターとなり、所管が教育委員会から市長部
局へ移動。公民館からの流れを受けて、センター長とセンター主事（ともに交流センター雇用協議
会が任命）が置かれた。この人件費は市が負担。このほかに市は財政支援として、生涯学習推進員
やセンター職員の補助にあたる協力員などの人件費（いずれも地域自主組織が任命）、各種事業費、
事務費に充当できる「地域づくり活動等交付金」を措置している。 
 交流センター（旧公民館）が地域自主組織の活動拠点となれば、施設管理も地域自主組織に委ね
ようと、指定管理者制度を導入。市と地域自主組織は、2012年度末までの３年間の基本協定を締結
し、交流センターのスタートと同時に指定管理も始まった。 
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4. 水道検針で「まめなかねぇ～」  

 三刀屋町の地域自主組織「躍動と安らぎの里づくり
鍋山」の取り組み「まめなか君の水道検針」の紹介。
同自主組織は水道局の検針業務を受託している。検針
員が毎月、鍋山地区の全世帯（430戸）を訪問し、検
針を行う（写真）。このとき、各戸で「まめなかねぇ
～」と声をかける。当然、異常を察知すれば、関係機
関に連絡する。自主組織が事業収入を得る（雇用の確
保）と同時に地域の見守り（安心安全）を実践。住み
よい地域づくりのために身近なことに取り組んでいる。 

  

5. 制度の課題が浮き彫りに 

 交流センターに移行して３年目の 2012 年には、制度改善による活動基盤の強化を目的に、交流
センター制度の検証を行った。市の担当者が交流センターを訪問し、地域自主組織の役員やセンタ
ー職員と意見交換すること数度。以下のとおり、改善が必要な点を洗い出した。 
(１) 総 評 

交流センターが地域自主組織の活動拠点として概ね順調に運営されている。ただし、一部に改
善の余地がある。一部地域では前向きな取り組みが芽生え始めており、新たな支援策が必要。 

(２) 交流センター職員と地域自主組織の方向性 
① 交流センター職員と地域自主組織の一体化が必要。 

 

写真：水道局の検針業務を受託している三刀

屋町の「躍動と安らぎの里づくり鍋山」。検針

の際に声かけも行っている。  
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② 事務局体制は業務量に応じて充実が必要。 
③ 職員体制、処遇は地域の実態に応じたものに。 

(３) 地域福祉の方向性 
① 地域ぐるみの福祉が推進できるものに。 
② 地域自主組織への実質的な一体化が必要（社会福祉協議会との関係整理）。 
③ 地域の自主性・裁量性を尊重できるものに。 

(４) 生涯学習の方向性 
① 現在の方式を継続。 
② ただし、社会教育行政として求める部分は明確に示し、きめ細かな対応が必要。 
③ 横断的な連絡の場、中学校と各地区との連携が必要。 

(５) 施設関係の方向性 
① 超高齢化社会への対応が必要。 
② 事務室のスペースの確保が必須（業務量は増加傾向）。 
③ 住民の利便性と防災機能の観点が必要。 

6. 第２ステージへ 

 基礎的基盤を整備して始まった交流センター制度は第２期に突入（2013 年４月～）。前述の検証
結果を踏まえて、２つの大きな制度改正を行った。 
 一つは、職員の直接雇用。当初、交流センター職員は交流センター雇用協議会の雇用だった。こ
のため、交流センター職員は地域自主組織の事務を持つものの、指示命令系統と雇用主との関係が
不整合だった。今年度からの地域自主組織の直接雇用方式により、交流センター職員と地域自主組
織との乖離が制度的に解消され、一体化。交流センターを名実ともに地域自主組織の活動拠点とし
て活用する体制が整った。 
 もう一つが、指定管理メリット（人的配置）の創設。これまで、指定管理に伴う人件費は、交付
金や指定管理料に積算されていなかった。旧町固有の人的配置が残る市内不均衡、指定管理の協定
更新、勤務実態と処遇の不均衡の状況から、施設管理の人件費を措置することで人的配置の充実と
事務負担の軽減を図った。具体的には、２人以上の常勤体制がとれるよう、施設管理人件費を一括、
地域づくり活動等交付金へ新設。旧町固有の方式を廃し、規模や利用実態に応じた従量制を採用し
た。 このほか、社会福祉協議会との関係で複雑になっていた福祉部門を整理。地域福祉推進員の
役割や社会福祉協議会の関わり方などを明示し、人件費を交付金に算入した。地域づくり、地域福
祉、生涯学習の主要３本柱を包含する、より広い視点として、「安心安全の確保」、「持続可能性の
確保」、「歴史・文化の活用」を加えた。 
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交流センターのイメージ（第２期） 

 

7. 持続可能な社会 

 地域社会が続いていくことがまちづくりの大前提。地域自主組織の基本で、市民力の結集が重要。 
① 地縁型の住民による住民のための組織であること。世帯主制ではなく、一人一票制が望ましい。 
② 地域内の多様な主体が参画していること。地縁型組織（自治会など）、目的型組織（営農組織
や消防団など）、属性型組織（ＰＴＡ、女性団体など）。 

③ 組織体制が確立されていること。会則があること。執行体制（役員体制）、議決機関、監査機
関が存在すること。 
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④ 活動拠点があること。雲南市では交流センター。 
⑤ 活動分野が３つ以上あること（複合的な活動であること）。雲南市では、「安心・安全」、「歴
史・文化」、「持続可能性の確保」 

⑥ 課題解決志向であること。地区計画の策定など。それぞれの地域自主組織の発展はもちろんだ
が、横のつながりも大切だ。今年度から、地域と行政が「直接、横断的に分野別で」対等に協
議する地域円卓会議を導入。様々な地域課題をテーマに議論している。横の情報交換の場でも
あり、共有、協議、協働を促進する場となっている。アイディアを出し合い、協働で地域課題
の解決をめざす。 

8. 新しい公共 

 雲南市誕生から現在まで、全地域で地域自主組織が結成
され、その活動拠点として交流センターを設置。地域課題
を地域で解決する基盤、住民自治の基盤が整った。小規模
多機能自治の進展により、地域自主組織からは、住民票の
発行などの窓口サービスや市民バス回数券の販売ができな
いか、といった声が出ている。これまでの「行政がやって
くれない！」から、「どうしてやらせてくれないのか？」
と変化した地域が増加。市民が主体的に協働のまちづくり
に関わることが、新しい公共の創出につながる。  

9. さらなる進化へ 

① 地域人材の育成・確保 
地域内の多様な人材に関わっても
らうには？若い世代の関わりを深
め、次世代につなげていくために
は？ 

② 自治会との関係 
地域と行政、地域自主組織と自治
会の関係における相互の役割、効果
的な情報共有の方法、仕組みとは？ 

③ 自主財源の確保  課題解決型に
加え、新たな価値を創造していく
ためには？ 

④ 法人格の取得方策  地域自主組
織のような組織モデルに相応しい法人格とは？ 

⑤ 各地域の底上げ  比較的発展途上にある地域の取り組みを支えるには？ 課題を挙げれば
きりがないが、自治の深化に向け進化を続けているのも事実だ。住民自治の中核を担う地域自
主組織とのパートナーシップを築く雲南市。市民と行政の協働で「誰もが平和で心豊かに暮せ
るまちづくり」をめざす。 
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*鳥取市
協働のまちづくり

*鳥取市
協働のまちづくり

鳥取市企画推進部

協働推進課

国の動向について

社会情勢の変化から「中央集権型システム」から「国と地方」、
「国民と住民」、「全国と地域」の間の不均衡を是正し、地方、住
民、地域、個の側の復権を図ることを目的に、地域社会の多様な
個性を尊重する 「住民主導の個性的で総合的な行政システム」
に変革することが必要だと考えられるようになった。
（地方分権推進委員会中間報告Ｈ8.3）

平成１２年４月、地方分権一括法
施行。市町村は自己責任・自己決
定による自律的な行政運営が求め
られることになる。

市町村合併と広域行政の推進も、
この地方分権一括法の考えに組み
込まれたもので、市町村の自主的
合併が推進された。



H27第４回市民自治推進委員会資料

2

●人口：２０１，７４０人
（平成１７年国勢調査

全国１２７位、中国地方７位）
＊山陰初の特例市

●面積：７６５．６６ｋｍ２

（平成２３年１０月１日
全国７８位、中国地方９位）

＊全国１７４１市区町村

※ 高齢化率：人口に占める６５歳以上の割合

195,707 197,959 200,744 199,894 195,981 192,079 
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*鳥取市の年齢階層別人口の推移

12.3% 14.2% 16.9% 19.4% 21.1% 22.9% 26.1%

65.7% 65.6% 65.1% 64.7% 64.5% 63.2% 60.3%

22.0% 20.2% 18.0% 15.9% 14.3% 13.9% 13.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

S50 H2 H7 H12 H17 H22 H27

～14

15～64

65～

市民の意見を市政に生かすための広聴制度

①地域づくり懇談会

②地区要望・陳情要望

③市民政策コメント

④市政提案箱～市長への手紙～

⑤市民総合相談窓口設置

■市民の市政への参画を促進

*本市の平成２０年までの取り組み
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■コミュニティ重視の地域づくりを推進

（３）市民活動団体の支援・育成

・市民活動拠点「アクティブとっとり」の設置
・市民活動団体の活動支援

（１）住民が主体的に地域づくりに参画し、地域課題に取り組む

・自治会活動補助金の充実
・地区公民館の計画的な整備（耐震補強等）

・集会所の新築等補助制度

（２）個性ある地域づくりや身近なコミュニティ活動支援

・自治会活動支援事業

*本市の平成２０年までの取り組み

■「市民と行政による協働まちづくり」
をさらに推進するための取り組み

（１）「鳥取市自治基本条例」の制定（平成20年10月施行）

・公募委員を中心とした「鳥取市みんなでつくる住民自治基本条例

検討委員会」により素案を検討・作成

・条例の見直しによる一部改正（平成２６年４月施行）

（２）地域コミュニティの充実・強化の取り組み

・「地区公民館」を生涯学習・地域コミュニティの拠点施設として活用

・地区公民館を所管する担当部局（協働推進課）を市長部局に設置

・地区公民館職員に嘱託職員１名増員（パート選択制）

・コミュニティ支援チームの配置



H27第４回市民自治推進委員会資料

5

*条例作成の意義

①まちづくりの基本理念と基本原則の明確化

②市民の自治意識の向上と

協働のまちづくりの推進

③協働による地域コミュニティの充実・強化

④計画的・体系的で透明性の高い行政運営

「鳥取市自治基本条例」
－平成２０年１０月１日施行－

まちづくりの基本理念や仕組み、行政運営のあり方な
ど、まちづくりのシステムや基本ルールを定める条例

↓

「市民が主役の協働のまちづくり」が一層推進

■参画及び協働の原則（第５条）
市民及び市は、自治の基本理念に基づき、相互理解と

信頼関係のもとに、参画と協働のまちづくりを推進しま
す。

■コミュニティ（第１３条）
地区公民館をコミュニティの活動拠点として位置づ

け、コミュニティの充実、強化に努めます。
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地域の自立
地域の特色

行政システムの限界

協働による地域づくり

２ 市民、市民活動団体、事業所、市が、互いの長
所を活かし、「市民・地域活動」を活発に行うこと
で、地域の課題解決や地域振興など、大きな効
果を生み出します。

１ 協働とは、同じ目的を達成するために「いっしょ
にやりましょう」ということです。

地方分権
自治体の自立

多様な社会の課題

条例に基づく協働のまちづくり

「鳥取市協働のまちづくり基本方針」

市民の皆さんや市が協働の意味や効果、形態など協働に対す
る理解を深めていただくとともに、「協働のまちづくり」を推進する
ための基本的な考え方を示すことを目的として策定しています。

１ 協働の基本的な考え方
（１）協働はなぜ必要か
（２）協働の効果
（３）協働のルール

２ 協働における各主体の取組
（１）市民（個人）の取組
（２）地域、町内会（自治会）の取組
（３）市民活動団体の取組
（４）議会の取組
（５）市の取組
（６）市職員の取組

３ 協働事業の実施
（１）協働の範囲
（２）協働に適する事業の検討
（３）協働事業の手順

４ 実施事業の検証
（１）検証の方法
（２）検証の活用
（３）事例集の作成
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「鳥取市協働のまちづくりハンドブック」

市民の皆さんが、「協働」の取組みをどう進めたらいい
か悩まれた時の参考としていただくために作成しているも
ので、写真やイラストの挿入、協働事例の紹介など分かり
やすくまとめています。

１ 協働ってなに？
２ なぜ協働するの？
３ なにから始めるの？
４ 協働の形態は？
５ パートナーの選択
６ 協働事業の実施
７ 協働の全体イメージ

◆協働事例の紹介
市内で行われている様々な分野

での協働事業について、主な事例
を紹介しています。

◆補助・助成制度の紹介

「協働のまちづくり」を推進するた
めに、本市の補助・助成制度につ
いて紹介しています。

「協働事業事例集」

市民の皆さんに協働のまちづくりに積極的に取り組んで
いただくため、また、協働を知り、始めるため、市内で行
われている協働の具体的な事例について、平成23年7月に
「協働事業事例集」としてまとめました。
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「鳥取市市民自治推進委員会」の設置

鳥取市市民自治推進委員会は、地方自治法第１３
８条の４第３項の規定に基づく市長の附属機関で、
その設置については鳥取市自治基本条例第２９条に
規定しています。（前２８条）

自治基本条例の趣旨に基づき、本市の参画及び協
働のまちづくりを一層推進するために必要な調査や
審議を行う機関です。

（１）委員数 １０人

（２）任期 委嘱の日から２年間

「参画と協働のまちづくりフォーラム」

参画と協働のまちづくりフォーラム実行委員会などが主
催し、市民一人ひとりが真に豊かに暮らせる地域社会をめ
ざすため、市民参画と市民活動の推進に向けた機運を高め
るとともに、参画と協働のまちづくりの重要性について考
え、協働意識の向上を図ることを目的として、平成２０年
度から毎年開催しています。
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「市民活動表彰」

市民活動の推進に顕著な功績のあった団体、個人を表彰
する市民活動表彰制度を平成２０年度より設けていま
す。昨年度は、個人お二人が受賞されました。

まちづくり協議会の組織化

条例に基づく地域コミュニティの育成

第１３条 市民及び市は、コミュニティが自治に重要な役割を
果たすことを認識し、コミュニティを守り育てます。

２ 市民は、コミュニティの活動への積極的な参加に努めます。
３ コミュニティは、市民及び市と連携し、自らの活動の活性化

に向けて取組を進めます。
４ 市長は、コミュニティの活動に財政的な支援その他必要な

支援を行うよう努めます。
５ 市長は、地区公民館をコミュニティの活動の拠点施設と位

置づけ、その充実及び強化に努めます。
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*まちづくり協議会の組織化

まちづくり協議会（仮称）
地域が一体となった組織

事務局　地区公民館

自治会（町内会） 地区公民館運営委員会

青少年育成協議会
体育会 文化協会

自主防災連絡協議会

自主防犯活動団体

交通安全協会

食生活推進委員会

地区社会福祉協議会

地区民生児童委員協議会

不法投棄監視委員会

「まちづくり協議会」の構成イメージ

地域の身近な課題解決に向けて、地域が一体となって

取り組む組織です。

④｢

ま
ち
づ
く
り
協
議
会｣

の
設
立

・｢

ま
ち
づ
く
り
協
議
会｣

の
設
立
の
周
知

・設
立
総
会
の
開
催

③
連
携
・協
議

・
各
種
団
体
と
組
織
化
に
向
け
た
連
携

・話
し
合
い
を
通
じ
て
、
「ま
ち
づ
く
り
協
議
会
」

の
組
織
構
成
や
事
業
内
容
な
ど
の
検
討

②
参
加
の
呼
び
か
け

・
地
域
住
民
や
各
種
団
体
に
参
加
の
呼
び
か
け

・設
立
準
備
会
の
開
催

①
現
状
の
把
握

・
地
域
住
民
や
各
種
団
体
の
把
握

⑤
「ま
ち
づ
く
り
協
議
会
」の
設
立
報
告

まちづくり協議会の組織化
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まちづくり協議会 活動の状況
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鳥取地域 合併地域

今後の市の取り組み今後の市の取り組み

１．自治基本条例について

★条例の認知度の向上

２．まちづくり推進体制の整備

★協働のまちづくりガイドラインの策定

（協働のまちづくりをさらに推進するための方針）

★地区公民館の活用の基本方針の策定

（まちづくりの拠点施設としての活用策の検討）

★職員研修等の実施

（行政職員の協働意識向上を図る）



 

平成 2８年度 参画と協働のまちづくりフォーラム（仮称） 

～○○○○○○～  実施要項《たたき台案》 

 

１ 目 的 

市民一人ひとりが真に豊かに暮らせる地域社会をめざすため、市民参画と市民活動の推進に向
けた機運を高めるとともに、参画と協働のまちづくりの重要性について考え、協働意識の向上を
図る。  
 

２ 日 時 

 平成２８年７月○○日（土）または（日） 
 

３ 場 所 

 鳥取・国府・福部地域 
 （※開催候補施設は別紙のとおり）  
 

４ 主 催 

 参画と協働のまちづくりフォーラム実行委員会、鳥取市市民自治推進委員会、鳥取市 
 

５ 構 成 

必須：市民活動表彰 

検討：アトラクション 

   講演 

   分科会 

   パネルディスカッション 

ワールドカフェ形式の意見交換会 

地域の特産品等のバザー 

 

６ その他 
①  市民活動被表彰者（団体）の活動状況、市民活動促進助成事業実施団体などのパネル展示 
②  託児所の設置 
 
７ 今後のスケジュール 
  ～H２８．３月 具体的内容のたたき台の決定 
       ４月 実行委員会の立ち上げ 
          第１回実行委員会の開催（H２８第１回市民自治推進委員会と同日） 
     ５～６月 第２回実行委員会の開催（H２８第２回市民自治推進委員会と同日） 
       ７月 フォーラム実施 

資料３ 



鳥取市内の主な公共施設（鳥取・国府・福部地域）

施設名 室名 所在地 収容人数 利用可能時間 休館日

さざんか会館 大会議室 富安２丁目１０４－２ 210～240人程度 9：00～21：00

人権交流プラザ 大ホール 幸町１５１
机無し　３００人
机有り　１５０人

9：00～21：00
※土曜日は8：30～12：00

日曜日

国府町中央公民館 多目的ホール 国府町庁３８０ ５００人 8：30～22：00 12/29～1/3

福部町中央公民館 講堂 福部町細川１３３８ 机無し　２００人 8：30～22：00 12/29～1/3

鳥取市民会館 大ホール 掛出町１２ ９３０席 9：00～22：00
毎月第３火曜日
12/29～1/3

鳥取市文化ホール 大ホール 吉方温泉３丁目７０１ ５０８人 9：00～22：00
毎月第２火曜日
12/29～1/3

別 紙


